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要約 
本稿では東大社研若年・壮年パネル調査データを用いて、人びとの「大人である」ということに対する

意識について、次の 3 つの問いに関する分析・考察を行った。第 1 の問いは、どれくらいの人びとが自

分自身を「大人である」と認識しているのかというものである。第 2 の問いは、一般に「大人である」と

いうとき、人びとはどのような事柄を「大人である」ことの条件と考えているのかというものである。第

3 の問いは、どのような社会的属性や特徴を持つ人びとが自分を「大人である」と考えているのかという

ものである。 
分析の結果、次のことが明らかになった。第 1 に、20 代半ばから 50 代半ばまでの人びとのうち、自

分を「大人である」と考えているのは約半数に過ぎなく、さらに、諸外国に比べて年齢による認識の違い

は小さい。 
第 2 に、人びとの社会的属性やライフイベントの経験と、どのような事柄を「大人である」ことの条件

として挙げるかとの関連を多変量解析によって検討したところ、ジェンダーや学歴、働き方によって「大

人である」ことの条件として挙げられるものに違いが見られ、社会階層間でコンセンサスのない「大人」

像が成立していると言える。 
第 3 に、自分を「大人である」と考えるか否かには、働き方や婚姻状況、ライフイベントの経験が関わ

っており、年齢よりも学歴の影響が強いことが特徴的であった。人びとの「大人」像が社会的属性やライ

フイベントの経験によって異なるだけでなく、それぞれの「大人」像と自分を照らし合わせたときの自己

認識にも、社会的属性やライフイベントの経験が重要な役割を果たしている。 
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1. はじめに 
 
どのような社会でも、「子ども」から「大人」へは、あるきっかけや年齢を境に様変わりするのではな

く、さまざまな経験や変化を通して子どもから大人に「なって」いく。成人期への移行の「古典的な移行

モデル」（久木元 2009）では、これらのライフイベントをある程度の年齢までに遅かれ早かれ経験する

ことで、おおよそすべての人びとが「大人」になると想定されており、1980 年代半ばまでは先進諸国に

おける若者研究で主流の考えであった。 
しかし、1980 年代に入ると欧米諸国の若年層の間で、失業率の上昇、教育の長期化、早いうちに特定

の職業コースを避ける傾向、結婚を先延ばしにする傾向、就職を遅らせ、お金のためよりも満足のいく仕

事を得ることを重視する傾向などが見出されるようになり（宮本 2004）、こうした現象は、若者研究の

動向にも変化を強いることになった。その後、ワルサーら（2002）の国際的な調査研究をはじめとして、

ヨーロッパ社会では成人期への移行の再検討が迫られ、成人期への移行が「脱標準化(de-standardization)」
し、「ヨーヨー型の移行(yo-yo transition)」へと変化してきたことが指摘されている（Walther et al. 2002）。
この「ヨーヨー型の移行」とは、「子ども→大人」という一方向的で不可逆的な移行ではなく、おもちゃ

のヨーヨーのように、「子ども↔大人」といったように行ったり来たりするという意味で、成人期への移

行が長期化、複雑化したことを表している。 
このような成人期への移行モデルの変化とともに、それまで主流であった「青年期(youth)」と「成人

期(adulthood)」という連続するライフステージの間に、「ヨーヨー型の移行」を象徴するような新たなラ

イフステージの存在を提唱する研究者もいる。その第一人者であるアーネットは、この時期を Emerging 
Adulthood（成人形成期、以下 EA と略す）と呼び、一方向的な移行期を意味する Young Adulthood（若

年成人期）、Early Adulthood（早期成人期）、Late Adolescence（後期青年期）、Youth（若者層）などと

は明確に区別する（Arnett 2000, 2012）。 
アーネット（2012）によれば、EA はアメリカにおいては 18〜25歳、その他の産業諸国においては 18
〜29歳が妥当な年齢層であるという。さらに、EA の 5 つの特徴として、①アイデンティティの探求（「私

は誰なのか？」という疑問に答えようとすること、恋愛や仕事についてさまざまなことを試してみるこ

と）、②不安定性（特に恋愛や仕事、居住形態）、③自己中心性（自分に強く関心が向く）、④思春期でも

大人でもない過渡期としての「はざま」の感覚、⑤開かれた可能性と楽観的思考が挙げられている（Arnett 
2014）1。 
欧米諸国からは 10 年ほど遅れて、日本でも若者の社会的地位の低下や不安定化が指摘されるようにな

った。宮本（2004）は、日本社会において、成人期への移行に困難を抱える若年層の存在を指摘し、青年

期から成人期への過渡期にある時期を「ポスト青年期」と表現している。アーネットの EA論に比べて、

安定した就業に伴う経済的に自立した生活の実現や、結婚や出産といった家族形成の面により焦点を合

わせた概念だが、ライフステージにおけるその位置は両者でほぼ一致している。 
平成以降の日本社会は昭和の時代までとは一転して、労働市場の流動化や格差の拡大、超少子高齢・人

口減少社会の到来という新たな問題に直面してきた。高度経済成長期にできあがった日本型雇用システ

ムは綻びはじめ、2000 年代以降になると非正規雇用の拡大、不安定就労や貧困の問題も深刻化してきた。

 
1 EA論をはじめ、成人期への移行に対する分析視角をレビューした優れた日本語文献として中村（新

井）ほか（2011）がある。 
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これらに対する明確な処方箋もないまま 30 年以上が経過し、現在では国際競争力の低下も叫ばれるよう

になっている。 
上記のような社会環境の変化の中で、宮本の「ポスト青年期」にしろ、アーネットの EA にしろ、現代

日本社会に生きる人びとのライフコースにおいても、そのような時期が存在することにはほぼ疑いはな

いだろう。「大人」になることには複数の側面があり、それぞれが独立に、さらに「子ども↔大人」のよ

うに可逆性を伴っている。 
このように複雑化した成人期への移行が展開される社会状況では、人びとの「大人である」という認識

にも相違が生じるはずである。自分は大人と言えるのか、そもそも何をクリアしたら大人なのか、何を身

につければ大人と呼べるのかということについて、画一的でないさまざまな様相が見られるのではない

か。またその「大人である」ことに対する思いは、人びとの属性や経験とどのように関わっているのか。

本稿では、人びとが「大人である」ということをどのように捉えているのかという意味世界を探求するこ

とにしたい。 
 

2. 研究目的と方法 
 
用いるデータは東大社研若年・壮年パネル調査（JLPS）の 2022 年に実施された調査データである。

この調査では、比較的広い年齢層の「大人である」ことに関する意識について考察が可能である。調査時

点での回答者の年齢は 20 代半ばから 50 代半ばまでとなっている。 
本稿では次の 3 つの問いに取り組む。第 1 の問いは、どれくらいの人びとが自分自身を「大人である」

と認識しているのか、というものである。諸外国との比較も交えて、記述的な分析から考察する。 
第 2 の問いは、一般に「大人である」というとき、人びとはどのような事柄を「大人である」ことの条

件と考えているのかというものである。どのような事柄が「大人である」ことの条件として挙げられやす

いのか、また、それぞれの事柄が「大人である」ことの条件として挙げられることに対して、人びとの社

会的属性や特徴はどのような影響を持っているかを明らかにする。 
第 3 の問いは、どのような社会的属性や特徴を持つ人びとが自分を「大人である」と考えているのか

というものである。第 2 の問いが人びとの客観的視点からの「大人である」ことの条件を分析するのに

対し、第 3 の問いは人びとの主観としての「大人である」ことを扱う。ただし、自分を「大人である」と

考えるか否かには、それぞれの人の「大人である」ことの判断基準が関わってくる。したがって、第 2 の

問いで考察する「大人である」ことの条件が、自分を「大人である」と考えることにどう影響するかにつ

いても検討する。 
使用する変数は、自分を「大人である」と考えるか否か、「大人である」ことの条件のほか、対象者の

性別、年齢、学歴、働き方、婚姻状況、子どもの有無、持ち家の有無である。これらの変数の記述統計を

表 1 に示す2。 
  

 
2 自分を「大人である」と考えるか否かと「大人である」ことの条件の質問項目は、JLPS の 2012 年

の調査にも設けられている。「大人である」と考えるか否か、「大人である」ことの条件について 2012 年

と 2022 年の比較を行ったものとして石田ほか（2023）がある。 



 - 3 - 

表１ 用いるデータ（JLPS2022 年調査）の記述統計 

変数 値 % n 
性別 男性 41.9 4382 

 ⼥性 58.1 4382 
年齢層 24-29歳 13.6 4382 

 30-34歳 14.1 4382 
 35-39歳 13.4 4382 
 40-44歳 12.8 4382 
 45-49歳 19.1 4382 
 50-56歳 27.0 4382 

持ち家居住ダミー（1をとる割合）  70.4 4373 
婚姻状況 既婚 62.8 4379 

 未婚 32.0 4379 
 離別・死別 5.2 4379 

⼦ども有りダミー（1をとる割合）  56.3 4371 
教育年数 9年 1.2 4360 

 12年 24.7 4360 
 14年 31.1 4360 
 16年 38.5 4360 
 18年 4.4 4360 

⾃分が⼤⼈であると思うか ⼤⼈である 52.7 4485 
 ⼤⼈でない 15.5 4485 
 どちらともいえない 31.8 4485 

⼤⼈になるために必要なこと（選択率）  

20歳になること 37.1 4348 
親から経済的に⾃⽴すること 85.9 4348 
親とは別に暮らすこと 14.0 4348 
学校教育を終えること 24.9 4348 
就職すること 57.8 4348 
性体験のあること 5.3 4348 
結婚すること 14.7 4348 
⼦どもを持つこと 15.7 4348 
⾃分の感情をいつもコントロールできること 66.9 4348 
⾃分の⾏動の結果に責任をもつこと 94.4 4348 
両親と対等な⼤⼈としての関係を築くこと 23.8 4348 
両親や他⼈から独⽴して⾃分の信念･価値を決定できること 49.0 4348 
家族を経済的に⽀えられること 44.2 4348 
⾃分の家を購⼊すること 3.6 4348 
⼦どもを育てられること 21.5 4348 
妊娠しないために避妊すること 15.0 4348 
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3. 自分は「大人である」か、「大人でない」か 
 

図 1 と図 2 は、「世間では人のことを「大人である」とか「大人でない」などといいますが、あなたは

ご自分が大人であると思いますか」という質問への回答の分布を年齢層別に示したもので、図 1 は男性、

図 2 は女性の結果である。この調査の対象者は全員が 20 歳以上であるため、字面的に解釈すれば当然

「大人である」はずである。またこの回答者の男性の59.0％、女性の64.8%は結婚しており、男性の50.8%、

女性の 59.５%はすでに子どもがいる人びとである。 
しかし図 1 および図 2 を見ると、自分を「大人である」と回答した者の割合は男女ともに全体で 5 割

を少し上回る程度に過ぎず、「大人でない」と回答する者が 15％前後、そして「どちらともいえない」と

いう回答する者が 3 割前後も存在することがわかる3。年齢層による違いに着目すると、40 代前半の女性

において「大人である」という回答の割合が他の年齢層に比べて小さいことを除けば、男女ともに年齢が

高くなるにつれて「大人である」という回答が徐々に多くなる。しかし、40 代後半や 50 代においても

「どちらともいえない」という回答が約 3 割も存在している。また「大人でない」という回答は、男女と

もに年齢が高くなるほど割合が小さくなっていくが、50 代になっても男女ともに 1 割程度の人々が自分

を「大人でない」と考えている。 
やや古いデータになるが、アメリカにおける同様の調査結果では、「大人である」との回答が 13-19歳

で 19%、20-29歳で 46%、30-55歳で 86%、「ある面では大人だが別の面では大人ではない」という回答

は、13-19歳で 48%、20-29歳で 50%、30-55歳で 12%となっている（Arnett 2001）。アメリカでは年

齢による回答傾向の違いがはっきりしているが、図 1 および図 2 を見る限り、現代日本社会では年齢と

自分を「大人である」と考えるか否かはそれほど強く関連してはいない4。 
 

 
3 この質問項目に対して「大人である」、「大人でない」、「どちらともいえない」のいずれも選択しなか

った無回答のケースは分析から除外している。無回答は男性全体の 1.0%、女性全体の 0.7%に過ぎず、

「どちらともいえない」が多いからといって回答にしにくい質問項目というわけではない。 
4 過去 10 年以内に刊行された論文から諸外国の状況を確認すると、デンマークにおいて 17〜29 歳を

対象にした調査では、「大人である」が 27％、「大人でない」が 11％、「ある面では大人だが別の面では

大人ではない」が 62％となっている（Arnett and Padilla-Walker 2015）。ギリシャで 17〜27歳の大学

生を対象に実施した調査では順に 16％、13％、71％となっている（Galanaki and Leontopoulou 2017）。 





 

東京大学社会科学研究所パネル調査プロジェクトについて 
 

 労働市場の構造変動、急激な少子高齢化、グローバル化の進展などにともない、日本社

会における就業、結婚、家族、教育、意識、ライフスタイルのあり方は大きく変化を遂げ

ようとしている。これからの日本社会がどのような方向に進むのかを考える上で、現在生

じている変化がどのような原因によるものなのか、あるいはどこが変化してどこが変化し

ていないのかを明確にすることはきわめて重要である。 

 本プロジェクトは、こうした問題をパネル調査の手法を用いることによって、実証的に

解明することを研究課題とするものである。このため社会科学研究所では、若年パネル調

査、壮年パネル調査、高卒パネル調査、中学生親子パネル調査の４つのパネル調査を実施

している。 
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